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研究成果の概要（和文）：　韓国のグローバル企業を対象に、2008年リーマンショック以降の日本人エンジニアの雇用
状況を調査したところ、日本人エンジニアの年齢階層が若年齢化の傾向にあることが判明した。また、その仕事内容を
調べてみると、技術指導を行う顧問役から、先端技術の開発者へと移行していることが明らかとなった。これは韓国企
業の技術戦略が、過去のキャッチアップ型から、フロントランナー型へと転換しつつあることを反映している。在韓日
本人エンジニアの役割の調査を通じて、韓国企業の技術開発戦略の転換を明らかにしたことが本研究の成果である。

研究成果の概要（英文）：　We researched the employment situation of Japanese engineers working in Korean 
global companies. As a result, it became clear that some people are comparatively younger generations, 
who are engaged in advanced technology development. In addition, previously, many of Japanese engineers' 
work were technical guidance, but in recent years, some Japanese engineers are engaged in advanced 
technology development. It means that the catch-up strategy of technological development of Korean global 
companies was converted to the front-runner strategy. Through the research of the roles of Japanese 
engineers, we made it clear that the Korean global companies had converted the technology development 
strategy.

研究分野： 韓国経済論

キーワード： 韓国　産業技術革新　日本人エンジニア
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１． 研究開始当初の背景 
（1）グローバル社会では、エンジニアも容
易に国境を越える。それは従来とは異なるス
ピードでの産業技術革新を可能にしている。
とくに新興国企業は、開発に費用と時間をか
けることなく、外国人エンジニアの採用を通
じて、スピーディに先進技術の導入・開発を
行っている。本研究では、新興国の産業技術
革新における外国人エンジニアの役割は、先
進技術の導入から新技術の開発へと移りつ
つあるという仮説をたて、韓国のグローバル
企業に勤務する日本人エンジニアを対象に
調査を進めることとした。 

 
（2）従来の、アジア諸国の産業技術革新は、
自国独力の技術開発や、他国からの技術指導
を中心に検討されてきた。日本人エンジニア
との関わりで、産業技術革新を研究したもの
は限られていた。我々の過去の調査から、韓
国企業には既に、多数の日本人エンジニアの
存在が確認されており、本研究では、その役
割変化を調べて韓国の産業技術革新への影
響を明らかにすることとした。 
 
（3）韓国の産業技術革新における日本人エ
ンジニアの関与状況を検証することで、キャ
ッチアップ戦略への見方が変わる可能性が
あった。日本人エンジニアの役割は、開発済
の技術を指導する顧問としての仕事から、先
端技術を創出する開発者へと転換している
可能性があった。調査によりそれが証明され
れば、韓国のグローバル企業の技術開発戦略
の転換を裏付けることになると期待された。 

 
２．研究の目的 
（1）韓国のグローバル企業の成功要因につ
いては、世界から人材を集め、研究開発やマ
ーケティングを強化するという経営戦略が
注目されていた。技術開発と開発設計は先行
する日本メーカーなどに任せて、新技術や新
製品を素早くキャッチアップすることで補
った。開発投資に要する時間と資金を節約し
て、独自の経営戦略を追究したというもので
ある。 
 
（2）このような韓国のグローバル企業のキ
ャッチアップ戦略について、その変容を指摘
する見方もあった。アジア経済危機までの韓
国のグローバル企業は、後発性利益に依拠し
たキャッチアップにより技術形成を進めた。
キャッチアップ段階では、先進国から産業技
術を大量に導入・習熟して技術形成に成功し
たが、独自技術を創出する研究開発で遅れた。
このような従来の戦略はアジア経済危機等
で問題を露呈させており、以後は戦略の転換
が模索されているというものである。   
 
（3）後者の考えに従えば、キャッチアップ
のみで技術形成を説明することは難しくな
りつつある。キャッチアップ以後の戦略につ

いては、キャッチアップに関わってきた企業
の対応や、日本人エンジニアの役割変化が参
考となる。以上の問題意識から、日本人エン
ジニアの役割変化を調査することで、韓国の
グローバル企業の技術開発戦略の転換を検
証することが本研究の目的となった。 

 
３． 研究の方法 
（1）韓国では従来、日本人エンジニアの存
在が伝えられてきたが、学術的文脈の中でそ
れが位置付けられているわけではなかった。
そこで本研究では、日本人エンジニアに共通
の特徴を析出し、先行研究との関わりで、そ
の存在の意味を明らかにすることとした。日
本人エンジニアの存在は、デジタル家電、液
晶技術、携帯電話、等の技術開発の現場にお
いて個々に確認されていた。しかし、それら
の現場に共通する日本人エンジニアの役割
については必ずしも明確ではなかった。その
ため本研究では先ず、韓国企業勤務の複数の
日本人エンジニアから聞き取り調査を行い、
個々のエンジニアのインタビュー内容から
それらに共通の役割を析出することとした。 
 
（2）インタビューの対象となったのは、電
子技術分野、精密化学分野、橋梁技術分野な
ど様々な分野の専門技術者である。なかでも
韓国の産業競争力を特徴づける電子技術分
野の日本人エンジニアへのインタビューに
注力した。インタビュー内容は、専門的な技
術事項が多かったが、それらの内容を整理す
ることで、仮説の証明に結び付くエビデンス
を探した。結果的に、インタビュー内容の分
析から、開発戦略の転換を示すことが可能と
なった。インタビューから得られた幾つかの
事柄を示せば次の通り。 
 
（3）韓国のグローバル企業の技術開発の現
場では最近、開発グループのチームワークが
向上している。1998 年頃は、組織内の他者
と情報を共有しないため、組織やチームに技
術が根付かないという問題を抱えていたが、
今は、チームでプレーし、情報を共有して、
組織で問題を解決するようになった。このよ
うな技術風土や環境変化の背景には日本人
を含む外国人エンジニアの影響がある。 
 
（4）韓国のグローバル企業勤務の日本人エ
ンジニアの人数については、LCD 部門に 50
人以上、半導体部門に約 200 人いる。LCD
と半導体で人事の考え方が異なり、LCD 部門
は比較的長期雇用もあるようだが、半導体部
門は人の入れ替わりが激しい。 
 
（5）年配の日本人顧問の採用は今も続いて
いるが、相対的に割合は低下している。顧問
という職種は、日本企業を退職してから来る
人に与えられることが多いが、渡韓する日本
人エンジニアは若年齢化してきている。30
代独身や幼い子供をもつ人が入社してくる



ことがある。2010 年頃に、日本人が大量に
採用された。採用された日本人エンジニアは、
同じ部署に置かれることは少なく、あちこち
の部署に配置される。各職場に日本人技術者
を一人ずつ置くことで、各技術開発パートの
パフォーマンス向上を狙っている。 
 
（6）以上の、日本人エンジニアへのインタ
ビューから、韓国の技術風土の変化、渡韓す
る日本人エンジニアの若年齢化、などの情報
が得られた。これらのインタビュー内容は、
韓国のグローバル企業の技術開発戦略が、従
来のキャッチアップ型から、フロントランナ
ー型に転換しつつあるという仮説を裏付け
るものであった。いずれも、韓国のグローバ
ル企業の競争力を説明する上では、重要な証
言であり、インタビューで得られた情報は極
めて有用なものであった。   

 
４． 研究成果 
（1）我々の研究グループの調査によれば、
韓国のグローバル企業には、ディスプレイ開
発に約 50 人、そのうち液晶ディスプレイに
約 30 人、半導体に約 200 人、バッテリー開
発には約 20 人の日本人エンジニアが在籍し
ている。かつての日本人エンジニアは、技術
の伝播を期待されたが、最近は新技術開発を
期待されている。このことは移籍者の年齢構
成にも反映されており、リーマンショック後
に、韓国企業へ移籍する日本人エンジニアは
若年齢化している。移籍する日本人エンジニ
アは当初、50 歳代以上の年配者が技術顧問と
してくるケースが多かったが、最近は、30
歳代の独身者や、幼い子供をもつエンジニア
が入社している。若手のエンジニアは最新技
術の開発を期待されており、若手の増加は、
日本人エンジニアの役割変化を示している。 
 
（2）従来の、韓国等のアジア諸国の技術形
成は、キャッチアップ戦略を中心に検討され
てきた。他国からの技術導入を中心に、技術
形成に成功したというものである。しかし韓
国では、アジア経済危機後に、キャッチアッ
プ型から、自らが先頭に立つフロントランナ
ー型への転換が模索されており、開発の中核
には外国人エンジニアが関与している。とく
に日本人エンジニアは当初、60 歳前後の年配
者が顧問として移籍し、開発済みの技術の
「伝播」を担った。しかし 2000 年代になる
と、移籍の中心は 50 歳前後の技術者に代わ
り、韓国企業内の役割も、技術の伝播ではな
く、技術の開発が期待されるようになった。
さらに 2008 年のリーマンショック後には、
日本企業から若手エンジニアが移籍し、従来
にも増して、産業技術開発の核心部分に関与
するようになった。このように、技術移転や、
移籍エンジニアの動向に注目していくこと
で、韓国のグローバル企業の技術開発戦略の
変化が明らかとなった。 
 

（3）以上の研究成果を要約すると次の通り。
韓国の技術革新には日本人エンジニアの関
与があることが既に明らかになっていた。本
研究では、新たに次のことが判明した。①日
本人エンジニアの関与などにより、韓国のグ
ローバル企業の技術風土が変化しつつある
こと。②関与する日本人エンジニアの若年齢
化が進みつつあること。③若年齢化は、技術
開発戦略の転換を反映していること。④韓国
のグローバル企業の技術開発戦略が変わり
つつあること、である。 
 
（4）本研究の成果を基に、今後は、次の研
究を進める予定である。 
①長期的な観点から、日本人エンジニアの役
割について研究調査を進める。そのことによ
り、近年の日本人エンジニアの役割や技術開
発戦略を相対化し特徴づけることが可能と
なる。 
②産業技術革新における外国人エンジニア
の役割に加えて、外国から帰国した韓国人留
学生の技術貢献（頭脳循環）を射程に入れて、
研究を進める。韓国の高度経済成長期に、米
国に留学し、帰国したエンジニアの技術貢献
について、資料収集調査を既に始めている。 
③韓国だけではなく、他の新興国についても
比較調査を行い、産業技術革新や技術形成の
プロセスについて明らかにしていく。そのこ
とにより、本研究を国際比較の観点から評価
し発展させることが可能となる。 
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